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義務教育学校についての一考察 
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年 月 取組 備考 
平成27年 12月 「王寺町教育振興ビジョン」策定 
平成28年 5～10月 第1～３回王寺町義務教育学校設置検討懇話会開催 









3月 基本方針について町立幼小中学校教職員説明会開催 （参加者：135名） 
4月 義務教育学校設置に向けた保護者説明会開催 （参加者：509名）各幼稚園、
小学校ごとに開催 









8月 義務教育学校設置に向けた保護者説明会開催 (参加者：130名)保育園で開催 
8月 第１回王寺町義務教育学校推進委員会開催 
8月 和歌山市立伏虎義務教育学校視察研修 教職員参加 
10月 和歌山市立伏虎義務教育学校視察研修 義務教育学校推進委員参加 
11月 京都市立凌風学園視察研修 PTA20名、学校関係者5名 




平成30年 2月 第３回王寺町義務教育学校推進委員会開催 





4月 北校区教職員説明会開催（幼・小・中） （参加者：88名） 
4月 保護者説明会開催（幼・保・小・中） （参加者：497名） 
※『義務教育学校』設置に向けた取組の経緯について」４）王寺町2018年5月31日より作成 
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Ⅴ まとめ 
今回の義務教育９年間の大きな制度改革の議論の特徴は、現行の制度とその教育成果に対する「大きな危機感」で
あったと考える。学習意欲の低下を背景とした学力低下の問題や不登校の増加や生徒指導上の諸問題の増加等々であ
る。それは、子どもの成長の加速度化や社会構造の変化に対し、現行の６・３制の教育制度の疲労が論じられてきた
結果であるとも言えよう。今は大きな問題にはなっていないようにも見えるが、教員免許の問題や学年区切り、教科
担任制の問題など、その多くは６・３制の学校制度だからこそ解決が困難になっているものばかりである。このよう
に義務教育学校創設の経緯や背景を考えると、今回の義務教育学校における学年区分の弾力化、そしてそれに伴う教
育課程編制の弾力化が可能になるということは大きな意味をもっている。 
奈良県では、教育特区の制度を活用して奈良市と御所市で小中一貫教育に取り組んだことが小中一貫教育の先駆け
となっている。その後、明日香村での幼小中一貫教育、吉野郡のへき地において児童・生徒数減を契機としての小中
一貫教育への取組が行われている。 
こうした先行している取組と王寺町の取組では異なる部分が多い。王寺町は今後の児童生徒数の見通しや学校の適
正規模も視野に、全国の市町村で取り組まれている小中一貫教育の成果を踏まえるとともに、学校の約７割が築４０
年を超えている施設の老朽化の現状も考慮しながら、町の今後の義務教育の在り方について議論を重ねた結果、２校
の義務教育学校の設置という結論に至っている。さらに、王寺町は「全国学力学習状況調査」の結果において、小・
中学校ともに奈良県、全国の状況を上回っている。また、生徒指導上のいじめや暴力行為等の問題行動においてもそ
の発生状況は少ない。さらに、小学校から中学校へ進学してから不登校が急増するという中１ギャップも見られな
い。 
このような状況を鑑みれば、王寺町は喫緊の課題を解決するために義務教育学校の設置を目指しているのではな
く、まさに、今後の王寺町を、日本を支える人材を育成することを視野に、よりよい教育を実現するために義務教育
学校を設置しようとしている。 
今後、平成34年度開校に向けて、どのような取組を進めていくのか、今後の王寺町の取組を注視すると共に、その
取組に参画する一人として、目指すべき義務教育学校像を明らかにしながら力を尽くしていきたいと考える。 
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